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研究成果の概要（和文）：　本研究の成果は以下の2点に集約できる。
　第一は、従来、限定的な範囲内での発達史として捉えられがちであった日本の教員養成史の特徴を日韓比較史
という視座から捉えることに成功した点である。
　第二に、「戦前」／「戦後」という時間で分けて論じられがちであった教員養成政策に関する理念と制度を両
者の連続性にも注目して捉え、「占領期」・「米軍政期」という経験を持つ日韓両国がそれぞれのコンテクスト
の中で独自の教員養成を行ってきたことを明らかにし、日本の教員養成の特質を浮き彫りにすることができた点
である。

研究成果の概要（英文）：The results of this research are the following two points.
First, I clarified the characteristics of the history of teacher training in Japan, which has tended
 to be understood within a limited scope, from the perspective of comparative history between Japan 
and South Korea.
Second, I clarified teacher training policies, which tended to be discussed separately between "
pre-war" and "post-war," focusing on the continuity between the two.

研究分野：教育史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の意義は、従来の教員養成史研究の対象や分析枠組みに欠けがちであった観点から日本における教員養
成の理念・制度を捉えなおした点にある。従来の教員養成研究の多くは時間や空間の断絶、区分が意識されてい
たのに対し、本研究はむしろその連続性を重視した。ただし、既存の区分をすべて取り払おうとするものではな
く、それらを下敷きにしながら必要に応じて思考の越境を行うものであった。
　独自の視点から日本の教員養成に関する具体的な知見を提示するだけにとどまらず、従来の教員養成研究の分
析枠組みに対する再考と新たな議論の展開を促す学術的な波及効果が期待される点も本研究の意義と言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 日本では，2000年代に入って教職大学院の設置や教員免許更新制の導入，免許状の種類の改
変，「実務家教員」の採用，「コアカリキュラム」の設定など，教員の養成や採用をめぐる状況が
著しく変化している。こうした状況においては，現況の検証および今後のあり方の模索を行うた
めに教員養成の理念・制度についての根源的な問いと多角的な検討が重要かつ不可欠となるが，
舩寄俊雄が指摘しているように，教員養成を教育史の視座から問い，論じるという作業はこれま
でに決して盛んには行われてこなかった。（船寄，2016年） 
むろん，これまでに教員養成史研究がまったく行われてこなかったということはなく，TEES
研究会や太田拓紀らによる優れた論考により，日本における教員養成の歴史についての知見が
蓄積されている。しかし，従来の日本の教員養成史研究の多くは空間的には日本，時間的には「戦
前」／「戦後」という区分に基づいて対象を限定している。すなわち，ひとつの国家や時代の断
絶に関心が偏ることにより，他地域との比較，時代の連続性という視座を欠きがちである。 
対象を「戦後日本の教員養成」と限定した論考が具体的な示唆に富むことはいうまでもないが，
他方で，上述した教員養成についての根源的な問いや多角的な検討を行うという観点で捉えた
場合，既存の地域区分・時期区分を越えた分析と考察を欠いては，日本における教員養成につい
ての問題を矮小化してしまうことが懸念される。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，従来，日本という空間，「戦前」／「戦後」という時間で分けて論じられが
ちであった日本の教員養成に関する理念と制度を日韓の比較史という視点から検討することに
より新たな知見を得ることである。 
具体的には，日韓の単純な対比により両者の異同をことさらに強調するものではなく，帝国日
本の教員養成，「占領期」・「米軍政期」という経験を持つ日韓両国がそれぞれのコンテクストの
中でどのような教員養成を行ってきたかということを同時に読み直すことによって日本の教員
養成の特質を浮き彫りにすることを目指す。 
 
３．研究の方法 
 教員養成の理念と制度に関する資料調査・分析および関係者への聞き取り調査・分析 
 
４．研究成果 
 本研究の成果および学術的独自
性は，従来の教員養成史研究の対象
や分析枠組みに欠けがちであった
観点から日本における教員養成の
理念・制度を捉えなおした点にあ
る。従来の教員養成研究の多くは
【図 1】に示した第 1～4 象限のい
ずれかひとつを対象とし，それぞれ
が個別に論じられてきたのに対し，
本研究は【図 1】の縦横軸を越えた
論究を試みた点で関連する他の研
究とは一線を画する。 
ただし，本研究は既存の区分をす
べて取り払おうとするものではな
く，むしろそれらを下敷きにしなが
ら必要に応じて思考の越境を行う
ものであった。 
また，本研究の成果は，独自の視
点から日本の教員養成に関する具
体的な知見を提示するだけにとど
まらず，従来の教員養成研究の分析
枠組みに対する再考と新たな議論の展開を促す学術的な波及効果が期待される点にもある。 
  
なお、本研究の成果は、以下の４点に関して得られた。 
研究項目①  日本統治期朝鮮（1910～45 年）における教員養成と同時期の日本における教員養
成の特質と相互に及ぼした影響 
 これは、【図１】に示した第 2象限，第 3象限間の軸を越えた分析である。「戦前」日本の教員
養成と日本統治期朝鮮の教員養成はそれぞれに独自性を持つ理念と制度の下で行われたが，そ
の一方で帝国日本の教員養成と概括することもでき，両者を完全に切り離して捉えることはで
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【図 1】本研究の視点と分析枠組み 
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きないこと、教員養成の制度と理念に関わるそれぞれの特徴と相互に及ぼした影響について日
本／朝鮮という地理的な境界を越えて具体的に明らかにした。 
 
研究項目②  日本における教員養成の理念と制度に関する「戦前」／「戦後」の連続性  
これは、【図１】に示した第 1象限，第 2象限間の軸を越えた分析である。閉鎖性から開放性
への制度的転換があったにせよ，日本の教員養成の理念と制度を「戦前」と「戦後」の断絶に帰
納させることでは，教員養成に関わる問題も極めて限定的にしか捉えることはできない。そこで，
特に 1945 年の敗戦直後および「占領期」の教員養成に関わる政策の決定過程およびそれに関わ
った人物，新制大学での教員養成の開始をめぐる状況に焦点をあて，「戦前」／「戦後」の連続
性という観点から日本の教員養成を捉え直した。 
 
研究項目③ 韓国における教員養成の理念と制度に関する日本統治期／｢解放後｣の連続性  
   これは，【図１】に示した第 3象限，第 4象限間の軸を越えた分析である。特に「解放」直後
～「米軍政期」の教員養成に関する議論と制度の策定過程に力点を置いた。統治権力が入れ替わ
り，変容する中で初等教員養成を閉鎖性の下で行うという制度が定着するに至った過程を教育
大学の設置やそれに関わった人物に着目して検討した。 
 
研究項目④ 研究項目②・③の比較・分析による日本の教員養成の特質 
 帝国日本の教員養成，「占領期」・「米軍政期」という共通・類似した経験を経ながら，それぞ
れのコンテクストの中で変遷してきた日韓の教員養成史を同時に読み直すという作業を行った。
その際，長い期間となるが 1940～70 年代の状況については特に比較・分析の対象として注力し
た。日韓両国で教員養成があらたな展開（日本におけるいわゆる「ゼロ免課程」や韓国における
教員大学校の設置）をみるまでの両国の軌跡を照らし合わせることで，日本における教員養成の
特質について検討したが、この点については今後取り組むべき課題も残された。 
 
【参考文献】 
 太田拓紀『近代日本の私学と教員養成』学事出版，2015 年。 
 船寄俊雄「教師の教養形成の視角から考える教育史研究の課題」，『日本の教育史学』第 59
巻，2016 年，129-133 頁。 
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 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

『東アジアとの対話 ‐国境を越えた知の集成‐』

『白雲なびく 遥かなる明大山脈 ③アジア編Ⅰ』

『世界の学校』

 ３．書名

 ３．書名

 ３．書名

日本特別活動学会30周年記念集会

 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ４．発表年

 １．発表者名

「特別活動研究における「教師教育」という視点」

田中光晴



2022年

2021年

2022年

2019年

〔産業財産権〕

〔その他〕

－

学文社

336

232

62

192
 ２．出版社

明石書店

明石書店

風響社

 ２．出版社

 ２．出版社

 ２．出版社

 ４．発行年

 ４．発行年

 ４．発行年

 １．著者名

 １．著者名

 １．著者名

田中光晴

『教職原論』 (未来の教育を創る教職教養指針)

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 １．著者名  ４．発行年

 ３．書名

『諸外国の教育動向2021年度版』

『諸外国の教育動向2020年度版』

『学校教員たちの植民地教育史―日本統治下の朝鮮と初等教員―』

文部科学省

山下達也

高野和子編

 ３．書名

 ３．書名

 ３．書名



６．研究組織

７．科研費を使用して開催した国際研究集会

〔国際研究集会〕　計0件

８．本研究に関連して実施した国際共同研究の実施状況

共同研究相手国 相手方研究機関

所属研究機関・部局・職
（機関番号）

氏名
（ローマ字氏名）
（研究者番号）

備考

研
究
分
担
者

田中　光晴

(TANAKA MITSUHARU)

(00583155)

国立教育政策研究所・国際研究・協力部・フェロー

(62601)


